
抹消された抵当権が、抵当権抹消登記回復

登記手続の承諾請求訴訟の結果、回復登記さ

れ、根抵当権設定登記が後順位となり、その

後の競売による配当が少額になったことか

ら、抵当権の抹消手続の依頼者が、抵当権の

抹消手続申請に際し、司法書士事務所の職員

が登記済証の真否、登記意思の確認を怠った

過失があったとして、司法書士に対して損害

の賠償を求めた事案において、司法書士の不

法行為責任が認められた事例（東京地裁　平

成17年11月29日判決　一部認容　確定　判例

タイムズ1232号278頁）

１　事案の概要

平成14年10月、ＸはＡに対し4000万円を貸

し付けたが、その際Ｂの所有する不動産(以

下「本件不動産」という。）の所有権をＡに

移転し、Ｘのために根抵当権極度額6400万円

を設定するとともに代物弁済予約契約を締結

することにした。本件不動産にはＣを権利者

とする抵当権5200万円が設定されていたた

め、Ｘは司法書士であるＹに対し①Ｃの抵当

権の抹消登記②ＢからＡへの所有権移転登記

③Ｘの根抵当権の設定登記④Ｘの代物弁済を

原因とする所有権移転請求権仮登記を依頼し

た。

Ｙの補助者である事務所の職員Ｚは法務局

に必要書類を提出して上記の各登記は経由さ

れたが、上記①の抹消登記手続きに用いられ

た登記済証(以下「本件登記済証」という。）

や委任状が偽造であったため、その後のＣか

らの抵当権抹消登記回復登記手続の承諾請求

訴訟の結果、Ｃを権利者とする抵当権は回復

登記され、Ｘを権利者とする根抵当権設定登

記は後順位となった。その後本件不動産は競

売に付され、落札代金約6842万円のうち、Ｃ

には約6820万円が配当され、Ｘには約22万円

が配当された。

Ｘは、①Ｙが本件の登記手続きを司法書士

資格者でないＺに一任したことは司法書士が

従うべき行為規範に違反し、重大な過失であ

る。②Ｚは偽造された本件登記済証を見過ご

し、Ｃの登記意思確認を怠るなど業務上の注

意義務を怠りＸに損害を与えたと主張し、貸

付金4000万円から配当金約22万円を差し引い

た約3978万円及び弁護士費用を請求した。こ

れに対しＹは、①司法書士には補助者を使う

ことが認められており本件の各登記は補助者

に任せうるものである。②本件登記済証には

真正を疑うような不審な点はなく、また登記

意思を確認する法的義務はないと主張した。

２　判決の要旨

裁判所は以下のように判示し、Ｘの請求を

一部認容した。

� 司法書士法施行規則では、補助者を使う

ことが認められており、ＺはＹの事務所内

ではベテランの地位にあったものであるか

ら、ＹがＺの能力を踏まえて本件の各登記

をＺに処理させたことは行為規範に違反す
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るとは認められない。

� 認定事実によれば、本件登記済証には抵

当権設定者の住所に明白な誤記があり、被

担保債権の範囲についても不自然な記載が

あったことが認められる。また、当日の朝

必要書類がファックス送信されず不安を覚

えたことやＣの完済証明についてのＡの言

動を不審に思ったこと等の事情に照らす

と、Ｚには本件登記済証が偽造であること

を疑うに足りる事情があり、Ｚは本件登記

済証の真否を確認すべき義務を怠った過失

があると認められる。

� 同様の理由で、ＺにはＣの登記意思を疑

うに足りる事情があり、Ｃの登記意思を確

認すべき義務を怠った過失があると認めら

れる。

� 認定事実によれば、Ｂと称する人物は替

え玉であったと認められるが、Ｂの本人確

認は名刺及び社員証でなされており、Ｂの

印鑑証明書も用意されていたことなどから

すれば、ＺにＢ本人であるかどうかを疑う

に足りる事情があったとは認められない。

� 本件不動産を担保にして貸付を行ったＸ

とすれば、Ｃへの債務返済状況やＣの抹消

意思確認も司法書士任せにせず、自ら調査

確認すべきである。ＸはＣへの債務返済状

況についてはＡの説明を軽信しており、ま

た、本件のような複雑な登記を貸付予定日

の前日に依頼し当日の朝必要書類をファッ

クス送信しなかったのもＸの事情によるも

のであり、これらを考慮するとＸの過失割

合は4割と認めるのが相当である。

� 以上の次第で、ＹはＸに生じた損害約

3978万円の６割に相当する約2387万円につ

いて賠償責任がある。

３　まとめ

本件では、抵当権の抹消手続申請に際し、

司法書士事務所の職員に登記済証の真否、登

記意思の確認を怠った過失があるとして、司

法書士の不法行為責任が認められた。司法書

士の義務等に関連しては、登記義務者の本人

確認懈怠（東京地判　平16・８・６）、委任

契約上の注意義務違反（大阪地判　平９・

９・17）、書類調査点検義務の程度（東京地

判　昭52・７・12）などの判例がある。




